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NY マーケットレポート（2022 年 5 月 13 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00分～午前 5時 30分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

4 月輸入物価指数（前月比） 0.0％（予想 0.6%・前回 2.6%） 

4 月輸入物価指数（前年比） 12.0％（予想 12.3%・前回 12.5%） 

4 月の米輸入物価指数は、市場予想を下回る伸びとなったものの、前年比では依然として高い伸びが維持さ

れた。食品・飲料は+0.9％、自動車・同部品は+0.3％となったものの、原油価格の上昇が一服して原油が前

月比-3.2％、石油・石油製品が-2.9％と低下したことが影響した。輸入元の国・地域別では、中南米からの

輸入物価が前月比+0.8％、日本が+0.3％、EUが+0.2％、中国が+0.2％となり、カナダは-1.4％となった。 

 

データを基に SBILMが作成 
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5 月ミシガン大学消費者信頼感指数 59.1（予想 64.0・前回 65.2） 

5 月の米ミシガン大学消費者信頼感指数の速報値は、4 月確報値から 6.1 ポイント低下となり、2011年 8月

以来 10年 9 ヵ月ぶりの低水準となった。現状指数は 63.4で 4 月確報値から 5.8ポイント低下、先行指数は

56.4で 4 月確報値から 6.2ポイント低下した。一方、1 年後のインフレ期待は 5.4％で 4月確報値と変わら

ずとなった。 

 

データを基に SBILMが作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
                                           

4 

ダウ平均は 7営業日ぶりに反発、ナスダックは続伸 

米株式市場では、前日までダウ平均が 6営業日続落したことで値頃感の買い戻しが入ったことや、個人や投

機筋の投げが一巡したことから、主要株価指数は序盤から堅調な動きとなった。さらに、上海市が条件付き

でロックダウンを徐々に緩和できるとの見方を表明したことを受けて、中国の景気減速への過度な懸念が和

らぐとの期待が高まったことも支援材料となった。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きとなり、一時前日

比 545ドル高まで上昇した。その後上げ幅を 132 ドル高まで縮小したものの、終盤にかけて再び上げ幅を拡

大して 466.36ドル高（+1.47％）で終了して 7営業日ぶりに反発。一方、ハイテク株中心のナスダックは 434.04

ポイント高（+3.82％）で続伸となった。 

 

 

データを基に SBILMが作成 
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ドル円・クロス円は堅調な動き 

NY 市場では、欧州市場の流れを引き継ぎ、ドルは序盤から主要通貨に対して堅調な動きとなった。さらに、

米長期金利が上昇したことも加わり、対円ではアジア時間に付けたこの日の高値の 129.36を上抜けて 129.45

まで上昇した。一方、ユーロやポンドは対ドルで下落したことから、対円でも上値の重い動きとなった。そ

の後、5月の米ミシガン大学消費者信頼感指数の速報値が市場予想を下回り、2011年 8月以来 10年 9ヵ月ぶ

りの低水準となったことや、米長期金利の上昇が一服したことから、ドルは欧州通貨や資源国通貨に対して

軟調な動きとなり、対円でも上値の重い動きとなった。さらに、米主要株価指数が序盤から堅調な動き続い

たこともクロス円の押し上げ要因となった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について
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